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法人登記ない事業組合は違法 作家の上原氏 

強制退去や補償不明確に不信 地権者嘉数氏 

 那覇市の台所として長年、親しまれてきた農連市場が再開発のために取り壊された。新しい商業施設は２０１

９年春ごろに完成する予定。こうした中、農連市場の店主らが再開発に納得していないなどの理由で２人の男性

が権利返還を拒み続けている。（那覇支局・豊田 剛） 

「密集法では合法的」県が反論 

 

解体作業が進む農連市場＝那覇市樋川 

 昨年 12 月に始まった農連市場ガーブ川北地区の建造物解体工事は今月 18 日現在、９割以上が終了。27 日に

は安全祈願祭が開催される。 

 早々と看板も下ろされ、農連市場は見る影もなくなったが、一部ではいまだに営業を続けている。 

 戦後、市場でずっと野菜販売を続けている比嘉さん（仮名）は、「農連は全部取り壊されたと思ってもう誰も来

ないさ。解体工事の砂埃（すなぼこり）にまみれて野菜を売らなきゃならんのはしんどい」と漏らした。また、

仮設のプレハブで営業を続けている店主もいるが、「知らない人がほとんどで解体前よりも厳しい」と事業組合

による周知不足を嘆く。 

 農連市場地区の再開発の事業主体は、那覇市農連市場地区防災街区整備事業組合（新垣幸助理事長）。総事業費

は約１７７億円。特定業務代行者を金秀建設に選定し、事業組合総会が承認した。 

 「人とものが行き交い、沖縄文化のなかで生き活きと住み続けるマチグワーセンター」をコンセプトに、「衣食

住遊」が融合した賑（にぎ）わいと交流の生まれる商業活動拠点の再生を図るとともに、防災機能を確保した災

害に強い安全・快適な「まちづくり」をビジョンに掲げている。中核施設となる商業ビルには、生鮮食料品など

の店舗、飲食や仲卸業者が入り、屋上に駐車場が設けられる。子育て世代向けの保育所等を併設した那覇市営住

宅、分譲住宅、権利者住宅、個人住宅等の整備も計画されている。 

 こうした計画に異議を唱え続けているのは、ノンフィクション作家の上原正稔氏だ。沖縄戦における集団自決

の軍命がなかったことを証明する連載の掲載が拒否された問題で、琉球新報社を相手取って勝訴するなど、正義

感が強いことで知られる。 

 上原氏は再開発されるガーブ川の水上店舗（埋め立て地）で 10 年以上暮らしている。また、住居を提供する

地権者の嘉数安夫氏も、入居店舗が昨年４月、何の相談もなく退去したことや補償金の支払いに明確なガイドラ

インがないことに不信を抱き、上原氏と共に反対を貫いている。両氏が居住する大通り沿いのビルはまだ取り壊

されずにいる。 

 上原氏は、「事業組合は法人登記がなされていない『幽霊団体』で違法だ」と指摘した上で、市場の店主らの行

く末を誰よりも心配する。 

 「対面販売（相対〈あいたい〉売り）をしてわずかな利益で生活する商売人らが商業ビルの中のトイレに近い
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エリアに追いやられるだけでなく、朝型の生活スタイルの変更を求められる。賃貸料は現在とは比較にならない

ほど高く、相対売りは消滅し、廃業するのは目に見えている。実際、再開発を機に、半数近くの店子（たなこ）

は商売から手を引いた」 

 

農連市場再開発後の見取り図の１階部分 

 店子あたりの補償額は５万円ないし 10万円程度で、これ以上、商売を続けられないケースが大半だ。「はっき

りした補償内容が分からず、言われるままに従わざるを得ない」「立ち退きを渋ったら補償額が増額した」など、

現場の混乱ぶりがうかがえる。 

 昨年６月には、混乱する農連市場の意見を代弁する形で、６人の組合員が市役所を訪れ、整備計画の再考を求

めた。具体的には、①今後の処遇が何も決まっていないのに権利返還合意書への押印を求められた②受け取れる

補償が少ないため、借金をしないと新店舗で営業再開できない。できなければ「辞めなさい」とコンサルタント

に言われた③農連市場の解体で農家は野菜をファーマーズマーケットに持っていくようになり、商売にならなく

なる――などの現場の不満や不安を伝えた。 

 組合理事会は２氏が事業反対を続ける状況では建設工事スケジュールに大幅な遅延・損害が想定されるとし、

明け渡しのための仮処分を那覇地裁に提出。現在、審尋が行われている最中で、話し合いによる決着が実現でき

るかどうか注目される。 

 都市計画・モノレール課長の宜保勝氏は県議会土木環境委員会で、「密集市街地における防災地区の整備の促

進を定めた密集法には、事業認可を受けることによって法人格を有すると書かれており、法人登記は必要ない」

と指摘。認可を受けた時点で法人としての活動が可能になるとの認識を示した。 
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